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分の二は英語と日本語であるが、数年前に共編した Japanese Journal of Religious studies 40–1: 
Onmyôdô in Japanese history（2013年、林淳との共編著）、そして Listen, Copy, Read: Popular 





































しての比較研究である。私が編集長を務める雑誌、Extrême–Orient, Extrême–Occidentの 41 
（2017年）で「身分」をテーマに選び、近世東アジアにおける身分とアイデンティティ
の問題を扱っているが、このような新しい比較研究は地域研究のうちにも転用できるこ
とを示す一例である。
　この動きは、今後さらに展開していくと思われる。なぜなら先に述べたように、若い
研究者が日本で留学して得た方法論と問題意識を文字通り持って帰ってきており、この
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普及に大きく貢献していくのである。
　それは願わくは、歴史学に関してだけではなくて、人類学なり社会学なりに、日本流
の人類学、日本流の社会学の方法と問題意識が今後海外で用いられるようになることで
あろう。
III　日文研のこれからの課題
　さて、最後に話題を日文研に戻そう。日文研は創立以来、常に最先端な日本研究を目
指し、その担い手である研究者をできるかぎり集めるための研究所でありつづけてきた。
また、日文研の研究員と共同研究は、基本的に学際的で、留学時も研究員で滞在してい
たころも、その学際的な信念がずっと貫かれていることをこの目で見てきた。これらの
研究の成果は単著であれ、編著であれ、国際シンポジウムの黒表紙の報告書であれ、世
界の日本研究の糧となるものばかりである。
　日本の学界においてユニークな機関である日文研は、西洋の研究者はもちろん、アジ
アやアフリカの研究者にとって重要な研究の拠点であり、パートナーである。
　また、近年はデータベースがさらに充実し、海外での日本研究の便に大きく貢献して
いる。
　『日本研究』に海外の研究書の書評を載せるという方針も、日本における海外の研究
者の足場を固めるためにもたいへん有意義である。Japan Reviewも学術誌としてその居
場所を確保し、目覚ましい変化を遂げてきた。
　しかしながら、少なくとも西ヨーロッパの場合、個人的なつながりがあっても、組織
的な連携がいまだ乏しく見える。それによって、国際集会以外の国際型共同研究が少な
く、日文研との共同作業がそれほど目立たない。
　現に、先に述べた日仏の共同研究の多くは日文研とではなく、人間文化研究機構のも
う一つの柱、国文学研究資料館と共催のものである。国文研は近年目覚ましい国際化を
果たしている。館長のみならず、教員にも外国人を採用したのはごく最近のことだが、
それ以前から長年のつきあいのあるヨーロッパとアメリカの機関に働きかけ、国際共同
研究を開いてきた。日本語歴史的典籍大型プロジェクトには国際ネットワーク構築委員
会を設け、そこにも外国からの委員を多数組み込み、その関係を強化してきた。
　組織間の結びつきであるので、一人ひとりに声をかける必要がなく、一人を窓口に選
べばその後他のメンバーが連動してくるわけであるが、そこからまた新しいネットワー
クが生まれるのである。自分自身の経験でいうと、現職に着いて早々、国文研との共同
事業に参加する機会があり、それ以来様々な形でその国際共同研究に関わるようになっ
たが、同時に資料館以外の関係者とも仕事をすることが多くなり、自分自身のネットワー
ク拡大への影響も大きい。
　なお、文学や歴史というひとつの分野の範囲での事業であるが、前者に関しては書誌
学や文化史的な側面も含んでいるということもあり、共通の問題点を設定することも比
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新しい問題意識の共有へ
較的に容易である。あるいは、国際型の研究にすることによって、分野の縛りが緩み、
新しい視点が発見されやすくなるという利点もあるのではなかろうか。いずれにしても、
このような組織レベルのつながりは、フランスの研究機関からするとその利益が大きく、
評価を受けるときに重要な業績となる。
　日文研は性質上、そのような連携を取るのは難しいかもしれないが、少なくとも上述
したような日本研究外への問題意識の共有にこれからもっと関わってほしいものであ
る。日文研の研究者は最先端で、各分野を超えて研究活動をおこなっているが、この最
先端の研究とともに、現在の学問界において新しい比較研究の用材となりうるものをさ
らに積極的に紹介する努力がこれから必要となると思われる。
　つまるところ、研究対象としての独自性（文化的独自性）ではなく、研究する主体と
しての独自性（認識論的独自性）を主張すべきであろう。日文研は従来のように日本文
化に関する研究の成果を紹介するとともに、このような認識論や問題意識を発信し、相
対的な総合化への道を開いていくというのは、これからの重要な課題にもなるのではな
いだろうか。
